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Letter

9 2018（平成30年）

　７月から契約書や領収書などに貼付等する「収入印紙」の形式
が改正されています。これは、偽造事件が後を絶たないことから
偽造印紙の流通を防止するためで、31種類ある券種のうち200円
以上の19券種について、見る角度で模様が現れる技術等が取り入
れられ、全ての券種に特殊発光インキが使用されています。

収入印紙の形式改正

9月の税務と労務9月 （長月）SEPTEMBER

17日 ・ 敬老の日
 23日 ・ 秋分の日
 24日 ・ 振替休日
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国　税／ 8月分源泉所得税の納付 
 9月10日

国　税／ 7月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等） 10月1日

国　税／ 1月決算法人の中間申告 
 10月1日

国　税／ 10月、1月、4月決算法人の消
費税等の中間申告（年3回の
場合） 10月1日

彼岸花
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近
年
、
仕
事
や
職
業
生
活
に
関
す

る
強
い
不
安
、
悩
み
、
ス
ト
レ
ス
を

感
じ
て
い
る
労
働
者
の
割
合
が
高
く

な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
業
務
に
よ
る
心
理
的
負
荷

を
原
因
と
し
て
精
神
障
害
を
発
症
し
、

あ
る
い
は
自
殺
し
た
と
し
て
労
災
認

定
が
行
わ
れ
る
事
案
が
近
年
増
加
し
、

社
会
的
に
も
関
心
を
集
め
て
い
る
と

こ
ろ
で
す
。

　

職
場
に
存
在
す
る
ス
ト
レ
ス
要
因

は
、
労
働
者
自
身
の
力
だ
け
で
は
取

り
除
け
な
い
も
の
も
あ
り
ま
す
の
で
、

職
場
は
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア
注
に

つ
い
て
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
が

重
要
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

注
こ
こ
で
い
う
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ

ア
と
は
、
職
場
に
お
い
て
講
ず
る

よ
う
努
め
る
べ
き
と
さ
れ
て
い
る

労
働
者
の
心
の
健
康
の
保
持
増
進

の
た
め
の
措
置
を
指
し
ま
す
。

　

今
回
は
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
関
連

事
項
の
動
向
お
よ
び
職
場
に
お
け
る

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
つ
い
て
お

伝
え
し
ま
す
。

一
　
動
向
・
計
画

㈠
　
実
態
調
査
結
果

　

厚
生
労
働
省
の
「
平
成
二
十
八
年　

労
働
安
全
衛
生
調
査
（
実
態
調
査
）」

を
用
い
て
動
向
を
見
て
い
き
ま
す
。

①　

休
業
者
・
退
職
者

　
　

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
に
よ
り

連
続
一
か
月
以
上
休
業
し
た
労
働

者
の
割
合
は
〇
・
四
％
、
退
職
し

た
労
働
者
の
割
合
は
〇
・
二
％
と

な
り
、
前
年
と
同
水
準
で
推
移
し

て
い
ま
す
。
産
業
別
で
は
、
連
続

一
か
月
以
上
休
業
し
た
労
働
者
は

「
情
報
通
信
業
」
が
一
・
二
％
と
最

も
高
く
、退
職
し
た
労
働
者
は「
医

療
、
福
祉
」
に
お
い
て
〇・
四
％
と

最
も
高
い
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

②　

取
組
状
況

　
　

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り

組
ん
で
い
る
事
業
所
の
割
合
は
五

六
・
六
％
（
前
年
調
査
五
九
・
七
％
）

で
す
。
取
組
内
容
と
し
て
多
い
も

の
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

・
「
労
働
者
の
ス
ト
レ
ス
の
状
況
な

ど
に
つ
い
て
調
査
票
を
用
い
て
調

査
（
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
）
」
…

六
二
・
三
％
（
同
二
二
・
四
％
）

・
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す

る
労
働
者
へ
の
教
育
研
修
・
情
報

提
供
」
…
三
八
・
二
％
（
同

四
二
・
〇
％
）

・
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す

る
事
業
所
内
で
の
相
談
体
制
の
整

備
」
…
三
五
・
五
％
（
同
四
四
・

四
％
）

③　

ス
ト
レ
ス
の
内
容

　
　

現
在
の
仕
事
や
職
業
生
活
に
関

す
る
こ
と
で
、
強
い
ス
ト
レ
ス
と

な
っ
て
い
る
と
感
じ
て
い
る
労
働

者
の
割
合
は
五
九
・
五
％
（
同
五

五
・
七
％
）
で
し
た
。
そ
の
内
容

は
次
の
と
お
り
で
す
。

・
「
仕
事
の
質
・
量
」
…
五
三
・
八
％

（
同
五
七
・
五
％
）

・
「
仕
事
の
失
敗
、
責
任
の
発
生
等
」

…
三
八
・
五
％
（
同
三
三
・
二
％
）

・
「
対
人
関
係
（
セ
ク
ハ
ラ
・
パ
ワ

ハ
ラ
を
含
む
）
」
…
三
〇
・
五
％

（
同
三
六
・
四
％
）

㈡
　
労
働
災
害
防
止
計
画

　

労
働
災
害
を
少
し
で
も
減
ら
し
、

安
心
し
て
健
康
に
働
く
こ
と
が
で
き

る
職
場
の
実
現
に
向
け
、
平
成
三
十

年
度
か
ら
五
年
間
に
わ
た
り
国
・
事

業
者
・
労
働
者
等
の
関
係
者
が
目
指

す
目
標
や
重
点
的
に
取
り
組
む
べ
き

事
項
を
定
め
た
「
第
十
三
次
労
働
災

害
防
止
計
画
」
が
策
定
さ
れ
ま
し
た

（
厚
生
労
働
省
）。

　

そ
の
中
で
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対

策
に
取
り
組
ん
で
い
る
事
業
場
の
割

合
を
八
〇
％
以
上
と
す
る
こ
と
を
目

標
に
掲
げ
（
参
考　

平
成
二
十
八
年

調
査
五
六
・
六
％
）、
次
の
取
組
を
推

進
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

①　

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
集
団
分

析
結
果
を
活
用
し
た
職
場
環
境
改

善
に
つ
い
て
、
好
事
例
の
収
集
・

情
報
提
供
等
の
支
援
を
行
い
、
そ

の
取
組
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
事

業
場
に
お
け
る
総
合
的
な
メ
ン
タ

ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
を
推
進

②　

産
業
保
健
総
合
支
援
セ
ン
タ
ー

の
支
援
等
に
よ
る
小
規
模
事
業
場

に
お
け
る
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
制

度
の
普
及
を
含
め
た
メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス
対
策
の
取
組
の
推
進

③　

労
働
者
の
心
の
健
康
の
保
持
増

進
の
た
め
の
指
針
（
後
述
）
に
基

づ
く
取
組
の
推
進
。
特
に
、
事
業

場
外
資
源
を
含
め
た
相
談
窓
口
の

設
置
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
労
働

者
が
安
心
し
て
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

等
の
相
談
を
受
け
ら
れ
る
環
境
を

整
備

労
働
者
の

心
の
健
康
の
保
持
増
進

（
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
）
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二
　
心
の
健
康
の
保
持
増
進
策

　

次
に
、「
労
働
者
の
心
の
健
康
の
保

持
増
進
の
た
め
の
指
針
」（
メ
ン
タ

ル
ヘ
ル
ス
指
針
。平
成
十
八
年
策
定
、

平
成
二
十
七
年
改
定
）
を
基
に
、
職

場
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

に
つ
い
て
触
れ
て
い
き
ま
す
。

㈠
　
主
な
取
組

　

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内

容
と
し
て
、
次
の
も
の
が
掲
げ
ら
れ

て
い
ま
す
。

・
衛
生
委
員
会
に
お
け
る
調
査
審
議

・
「
心
の
健
康
づ
く
り
計
画
」
の
策
定

・
事
業
場
内
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
推
進

担
当
者
の
選
任

・
教
育
研
修
、
情
報
提
供

・
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
実
施

・
職
場
環
境
の
把
握
と
改
善

・
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
へ
の
気
づ

き
と
対
応

・
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
に
関
す
る
個
人

情
報
の
保
護
へ
の
配
慮

・
心
の
健
康
に
関
す
る
情
報
を
理
由

と
し
た
不
利
益
な
取
扱
い
の
防
止

※　

指
針
の
詳
細
や
具
体
的
取
組
の

例
は
、
厚
生
労
働
省
の
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
に
公
開
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、

そ
ち
ら
も
併
せ
て
ご
参
照
く
だ
さ

い
。

㈡
　
取
組
の
推
進

　

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア
は
、
中
長

期
的
視
野
に
立
っ
て
、
継
続
的
か
つ

計
画
的
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
す
る
こ

と
が
重
要
で
あ
り
、
ま
た
、
そ
の
推

進
に
あ
た
っ
て
は
、
事
業
者
が
労
働

者
の
意
見
を
聞
き
つ
つ
事
業
場
の
実

態
に
則
し
た
取
組
を
行
う
こ
と
が
必

要
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
衛

生
委
員
会
等
に
お
い
て
十
分
調
査
審

議
を
行
い
、「
心
の
健
康
づ
く
り
計

画
」を
策
定
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

ま
た
、取
組
の
推
進
に
お
い
て
は
、

次
の
「
四
つ
の
ケ
ア
」
が
継
続
的
か

つ
計
画
的
に
行
わ
れ
る
こ
と
が
重
視

さ
れ
て
い
ま
す
。

①　

セ
ル
フ
ケ
ア
（
労
働
者
自
身
に

よ
る
も
の
）

　
　

労
働
者
に
対
し
、
次
の
事
項
に

対
す
る
教
育
研
修
、
情
報
提
供
を

実
施
す
る
ほ
か
、
相
談
体
制
の
整

備
等
を
行
い
ま
す
。

・
ス
ト
レ
ス
や
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
に

対
す
る
正
し
い
理
解

・
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
な
ど
を
活
用

し
た
ス
ト
レ
ス
へ
の
気
づ
き

・
ス
ト
レ
ス
へ
の
対
処

②　

ラ
イ
ン
に
よ
る
ケ
ア
（
管
理
監

督
者
に
よ
る
も
の
）

　
　

ラ
イ
ン
に
よ
る
ケ
ア
で
大
切
な

の
は
、
管
理
監
督
者
が
「
い
つ
も

と
違
う
」
部
下
に
早
く
気
づ
く
こ

と
で
す
。
そ
れ
ま
で
遅
刻
を
し
た

こ
と
な
ど
な
か
っ
た
部
下
が
遅
刻

を
繰
り
返
し
た
り
、
無
断
欠
勤
を

す
る
よ
う
に
な
る
な
ど
、
い
つ
も

と
違
う
状
態
が
生
じ
た
と
き
に
速

や
か
に
気
づ
く
こ
と
が
で
き
る
よ

う
日
頃
か
ら
部
下
に
関
心
を
持
っ

て
接
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

　
　

ま
た
、
部
下
か
ら
の
自
発
的
な

相
談
に
対
応
す
る
た
め
、
相
談
し

や
す
い
環
境
や
雰
囲
気
を
整
え
る

こ
と
の
ほ
か
、
長
時
間
労
働
等
に

よ
り
過
労
状
態
に
あ
る
部
下
、
強

度
の
心
理
的
負
荷
を
伴
う
出
来
事

を
経
験
し
た
部
下
、
特
に
個
別
の

配
慮
が
必
要
と
思
わ
れ
る
部
下
に

対
し
て
は
、
管
理
監
督
者
か
ら
声

を
か
け
る
・
適
切
な
情
報
を
提
供

す
る
等
の
対
応
も
行
っ
て
い
く
と

よ
い
で
し
ょ
う
。

③　

事
業
場
内
産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ

等
に
よ
る
ケ
ア
（
産
業
医
、
衛
生

管
理
者
等
に
よ
る
も
の
）

　
　

事
業
場
内
産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ

等
は
、
セ
ル
フ
ケ
ア
及
び
ラ
イ
ン

に
よ
る
ケ
ア
が
効
果
的
に
実
施
さ

れ
る
よ
う
、
労
働
者
及
び
管
理
監

督
者
に
対
す
る
支
援
を
行
う
と
と

も
に
、
心
の
健
康
づ
く
り
計
画
の

実
施
に
あ
た
り
、
中
心
的
な
役
割

を
担
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

④　

事
業
場
外
資
源
に
よ
る
ケ
ア（
事

業
場
外
の
機
関
、
専
門
家
に
よ
る

も
の
）

　
　

会
社
が
抱
え
る
問
題
や
求
め
る

サ
ー
ビ
ス
に
応
じ
て
、
専
門
的
な

知
識
を
有
す
る
各
種
の
事
業
場
外

資
源
の
支
援
を
活
用
す
る
こ
と
は

有
効
で
す
。
労
働
者
が
相
談
内
容

等
を
職
場
内
に
知
ら
れ
る
こ
と
を

望
ま
な
い
よ
う
な
場
合
に
も
、
事

業
場
外
資
源
を
活
用
し
て
い
く
と

よ
い
で
し
ょ
う
。

㈢
　
小
規
模
事
業
場
の
対
応

　

常
時
使
用
労
働
者
数
が
五
〇
人
未

満
の
小
規
模
事
業
場
（
産
業
医
や
衛

生
管
理
者
の
選
任
が
義
務
づ
け
ら
れ

て
い
な
い
事
業
場
）
で
は
、
メ
ン
タ

ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア
を
推
進
す
る
に
あ
た

っ
て
、
必
要
な
事
業
場
内
産
業
保
健

ス
タ
ッ
フ
が
確
保
で
き
な
い
場
合
も

あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
事
業
場
で
は
、
衛
生

推
進
者
又
は
安
全
衛
生
推
進
者
を
事

業
場
内
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
推
進
担
当

者
に
選
任
す
る
と
と
も
に
、
地
域
産

業
保
健
セ
ン
タ
ー
等
の
事
業
場
外
資

源
の
提
供
す
る
支
援
等
を
積
極
的
に

活
用
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。
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　平成30年10月１日より、健康保険およ
び厚生年金保険の標準報酬月額の取り扱い
が改正され、「業務の性質上、季節的に報
酬が変動することにより、通常の方法によ
って随時改定を行うことが著しく不当であ
ると認められる場合について、新たに保険
者算定の対象とする」とされました。
　従来、定時決定（毎年４月から６月の報
酬に基づき９月以降の標準報酬月額を決定
する）の際に行われていたものと同様の扱
いを随時改定においても行うこととし、昇
給月または降給月（以下「変動月」と表記）
以後の３か月間の報酬を用いて算出した標
準報酬月額と、変動月以後３か月および変
動月前９か月の１年間の報酬を用いて算出
（算出方法などの詳細は割愛します）した
標準報酬月額の間に２等級以上の差があり、
当該差が業務の性質上例年発生することが

見込まれる場合、年間報酬の月平均額で算
定を行えるというものです。
　例えば、
・夏季、冬季など特定の時期に繁忙期（ま
たは閑散期）を迎えるホテル等の業種
・業種を問わず、人事異動や決算など特定
の時期が繁忙期となり残業代が増加する
総務、会計等の部署
・特定の時期に収穫期を迎える農産物の加
工の業種
などにおいて、昇給や降給による固定的賃
金の変動と時間外手当などの非固定的賃金
の増減が例年同時期にあり、変動月以後３
か月の報酬平均額と年間の報酬平均額とが
著しく乖離する場合等に該当する可能性が
あります。手続きの際は、年間報酬の平均
で算定することの申立書（例年、特定期間
が繁忙・閑散となることの理由等を記載）
や被保険者の同意書を提出します。
　制度詳細や手続き様式の問い合わせ窓口
は年金事務所（健康保険組合の手続きは各
組合）です。

随時改定の取扱い変更
（社会保険）

　介護サービスを利用する場合には、利用
者は費用の一定割合を負担することとされ
ています。この利用者負担割合について、
これまでは１割又は一定以上の所得のある
者は２割とされていましたが、平成30年
８月から65歳以上（第１号被保険者）であ
って、現役並みの所得のある者は費用の３
割を負担することとされました。
　現役並み所得とは、合計所得金額（収入
から公的年金等控除や給与所得控除、必要
経費を控除した後の額で、基礎控除や人的
控除等の控除をする前の額）が220万円以
上あることをいいます。ただし、合計所得
金額が220万円以上であっても、世帯の
65歳以上の者の「年金収入とその他の合計
所得金額（※前述の合計所得金額から、年
金の雑所得を除いた所得金額）」の合計が
単身で340万円、２人以上の世帯で463
万円未満の場合は２割負担又は１割負担に
なります。

介護サービス利用時の
負担割合変更（介護保険）　
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